
1.為替動向

【為替レート（USD/RMB）の動き】 　　（単位：元）

為替レート
11月1日 金 7.0376
11月4日 月 7.0302
11月5日 火 6.9975
11月6日 水 6.9987
11月7日 木 6.9880
11月8日 金 6.9884

11月11日 月 7.0065
11月12日 火 7.0028
11月13日 水 7.0160
11月14日 木 7.0204
11月15日 金 7.0121

出所：CFETS（Close Rate）

2.金利動向

【SHIBOR（上海銀行間取引金利）3か月ものの動き】 　　（単位：%）

金利（%）
11月1日 金 2.8970
11月4日 月 2.9190
11月5日 火 2.9330
11月6日 水 2.9480
11月7日 木 2.9530
11月8日 金 2.9530

11月11日 月 2.9550
11月12日 火 2.9650
11月13日 水 2.9810
11月14日 木 3.0000
11月15日 金 3.0200

出所：中国外汇交易中心暨全国银行间同业拆借中心
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・11月11日週のUSD/RMB為替レートは前週と比べて元安でスタートした。11月4日週の週末にトランプ
　大統領より、対中関税の撤回について否定的な発言があったことを背景に、協議進展への期待が後
　退したことが要因と見られる。
・その後も、12日夜のトランプ大統領による『部分合意が妥結しなければ、関税を引き上げる』旨の発言
　や、13日夜の『中国による米国農産物の購入について交渉が暗礁に乗り上げた』との報道を要因に、
　元安は継続。しかし、15日は一転して元高で推移しており、依然として先行きの不透明感は続いている。

・11月11日週のSHIBOR3か月ものは、前週比わずかに上昇してスタートした。
・11月6日以降、中国人民銀行による市場への資金供給は見送りが続いており、納税期間到来による
　資金需要の高まりもあって、SHIBORは全ての取引期間において上昇傾向であった。
・15日（金）には市場への資金供給（MLF）が実行されたが、当日のSHIBORも引き続き上昇した。
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3.ビジネストピックス

（1）　企業／中国国際輸入博、米国企業の出展面積が参加国中で最大
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 上海で開催されていた第2回「中国国際輸入博覧会」が10日閉幕した。米中貿易摩擦の逆風
に直面しながら、米国企業の存在感が注目を集めた。米国政府としての国家展示には前回同
様に出展しなかったが、企業展示には、前回の174社を上回る192社の米国企業が出展した。
出展面積が前回の倍となる約4万7,500平方メートルと参加国・地域の中で最大だった。

 米国企業には、マイクロソフト、ボーイング、ゼネラル・モーターズやフォード・モーター、クアル
コム等世界500強企業以外に、中国本土でのアクセスが制限されているFacebookやInstagram
も中国の顧客に対するデジタルマーケティングの提供やスマホアプリの開発を目的に出展し
ていた。また、米中貿易摩擦の焦点の一つとなっている農産品分野でもカーギル、米国大豆
輸出協会など数多くの企業が出展した。

 政治経済面の不確定要素が多い中でも、米国企業は依然として巨大でチャンスに満ちている
中国市場の開拓に力を入れている。


